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はじめに
　自動車産業や家電産業，その他多くの産業で見られ
る生産拠点の海外移転は，下請分業構造を支えてきた
日本の中小企業に大きな打撃を与えている。これまで
長期継続取引により親企業の指示による生産を中心に
行ってきた中小企業は，海外企業との競争を強いら
れ，あるいは親企業に追随して海外進出を余儀なくさ
れ，事業の大幅な見直しを迫られている。
　その中で，新たな取引先を獲得すべく新規事業開発
に挑戦する中小企業も少なくない。中小企業庁も経営
革新に積極的な中小企業への支援に注力してきた。し
かし，新規事業開発に取り組むすべての中小企業が成
功するわけではない。特に，先端技術を取り入れて新
規事業開発や新製品開発を行う中小企業は，多くの課
題に直面する。そこで本研究では，大学等との連携に
より先端技術を取り入れて新規事業開発を行い，成功
した事例を分析し，成功要因と有益な支援策について
検討する。さらに，近年，日本と同様に中国本土への
生産拠点移転と国際競争の激化から，中小企業の新規
事業開発支援に積極的に取り組んでいる台湾の事例を
調査し，支援制度の比較を行う。
　なお，本稿は平成 23年度専修大学研究助成・個別
研究「中小企業における新規事業開発の成功要因に関
する研究――台湾先進事例との比較分析」の研究成果
の一部である。
1．日本における中小企業の新規事業開発支援制
度
1.1　経営革新支援
　日本の中小企業政策は，中小企業基本法に基づいて
講じられている。中小企業基本法は，1963年に制定
され，その後 36年間，基本的な政策理念や政策の柱
は変更されなかった。制定時の中小企業政策の基本理
中小企業の新規事業開発
――支援制度の日台比較――
鹿　住　倫　世＊
＊ 専修大学商学部教授 , E-mail: t-kazumi@isc.senshu-u.ac.jp
54
念は，「大企業との諸格差の是正」であり，政策の柱
は「中小企業構造の高度化（生産性の向上）」と「取
引活動における不利の補正」であった。これらの政策
理念は，中小企業を「過小過多」で「二重構造の底
辺」に位置する「前近代的」存在であるという認識に
立つ（清成 2009）。
　中小企業基本法制定から 36年が経過し，先端的技
術や新たなビジネスモデルを用いて革新的な事業を展
開し，急成長する「ベンチャー企業」が注目を集める
ようになると，常に中小企業を弱者と捉え，一律に保
護，底上げをしていく政策のみでは不十分であり，経
営革新を実現し，成長・発展する中小企業の創出と育
成を目指す政策が希求された。
　こうした機運を得て，1999年に中小企業基本法が
抜本的に改正された。改正中小企業基本法において
は，中小企業に期待される役割を「新たな産業の創
出」「就業機会の増大」「市場における競争の促進」
「地域経済の活性化」とし，これらの役割を担う「独
立した中小企業の成長・発展」を新たな政策理念とし
た。政策理念の実現のため，「経営革新・創業の促進」
「経営基盤の強化」が掲げられ，併せてセイフティネ
ットとしての「経済的社会的環境の変化への適応の円
滑化」が掲げられた 1）。
　改正中小企業基本法のもとで，新たな政策の柱の一
つである経営革新を促進するため，新政策が講じられ
ることとなった。これが経営革新支援事業である 2）。
経営革新支援事業のスキームは，経営革新計画の承認
を受けた中小企業者に対し，補助金，低利融資，債務
保証枠の拡充，設備投資減税等を講じるものである。
ここで規定されている経営革新とは，「新製品の開発
または生産」「新役務の開発または提供」「商品の新た
な生産または販売方式の導入」「役務の新たな提供方
式の導入」「その他新たな事業活動」を行うことによ
り，経営の相当程度の向上（付加価値額または従業員
1人あたりの付加価値額を年率 3%以上増加させる）
を図ることである（鹿住 2009）。
　経営革新計画は中小企業の新規事業開発が想定され
ているが，単に製品開発に挑戦することを期待してい
るのではなく，その結果として付加価値額の増加を図
り，利益率の向上や人件費の増額が実現することを期
待している。
　承認された経営革新計画は，2007年に 3万件を突
破したが，その後はやや申請件数が減少し，2012年 3
月末時点で 48,945件が承認されている 3）。
1.2　新連携支援
　経営革新支援は個々の中小企業者の新規事業開発を
促進する政策であり，一定の成果を収めたが，自社内
にすべての経営資源を保有することが困難な中小企業
にとって，新製品開発や新規事業開発に必要な経営資
源をすべて 1社で調達することは難しい。そこで，中
小企業が異分野の中小企業，大学・研究機関，NPO
等とそれぞれの強みである技術やノウハウを持ち寄
り，相互補完しながら高付加価値の製品やサービスを
創出することが重要であり，「新連携」への支援が講
じられることとなった。そのため，2005年に経営革
新支援法と新事業創出促進法，中小企業創造活動促進
法が統合され，新連携支援部分が加筆された中小企業
新事業活動促進法が制定された。
　新連携事業によって，中小企業が大学や研究機関等
の先端的な技術を活用し，新製品開発や新規事業開発
を行うことが政策的に支援されることとなった。経営
革新支援事業同様，国から認定を受けた異分野連携新
事業分野開拓計画（新連携計画）に対し，補助金の交
付や低利融資，債務保証，減税といった施策が講じら
れる。
　2005（平成 17）年度から 2012（平成 24）年 10月
までの新連携計画認定件数は 818件であり 4），経営革
新計画の認定件数には遠く及ばない。しかし，中小企
業庁が公表している新連携の認定計画の内容をみる
と，単なる販路開拓や既存製品の改良ではなく，大学
や他企業の技術を活用し，今までにない製品やサービ
スの開発・販売に取り組んでいる事例がほとんどであ
り，経営革新計画よりも革新の程度が高く，事業化に
成功すれば付加価値額の増加や利益率の上昇が相当程
度見込める計画内容である。
　この新連携以降，中小企業同士ではなく大企業，大
学・研究機関，NPOといった中小企業以外の者との
協働による新規事業開発を促進するようになり，さら
に農商工連携 5）へと拡大していく。
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1.3　産学連携
　大学や研究機関と企業との連携による新技術の開発
や新製品開発の促進策としては，内閣府が 2003年か
ら取り組んでいる「産学官連携推進事業」がある。こ
れは大企業と大学，研究機関との組み合わせがほとん
どであり，中小企業にはあまり活用されていない。
　大学側からの産学連携推進は，1990年代後半から
の各種の制度改正，制度整備および政策的支援の後押
しによるところが大きい。理工系の先端分野の研究
は，主に国立大学（国立大学法人）と公立大学，一部
の私立大学によって行われており，首都圏以外の地域
では，ほとんど国立大学，公立大学が担っている。
2003年に国立大学法人法が制定されるまで，国立大
学は国の機関であり，国有財産であった。教員は国家
公務員である。そのため，私企業への便宜供与や教員
の企業役員兼務などは，認められていなかった。しか
し，産学連携に対する各方面からの要望の高まりに後
押しされ，1998年には国立大学敷地内に国以外によ
る共同研究施設の整備をする際，廉価で利用できるよ
うになり，また大学が保有する技術を特許化してライ
センス供与する技術移転機関（Technology Licensing 
Organization: TLO）の設置が承認された。2000年に
は国立大学教員の企業への研究指導や営利企業の役員
兼務が可能となり，2002年には TLO，大学発ベンチ
ャー役員への国立大学教員の兼業が学長承認で可能と
なった。
　通商産業省（当時）は 1995年，産業政策局産業構
造課に大学等連携推進室を設置し，産学協同プロジェ
クトへの低利融資，優遇税制が導入された。さらに経
済産業省は 2001年，「新市場・雇用創出に向けた重点
プラン（平沼プラン）」において，2002年から 5年間
で大学発ベンチャーを 1,000社にする計画を公表し，
アカデミック・スタートアップの創出を促進した（新
藤 2010）。
　一方，中小企業の産学連携は，通商産業省（当時）
の動きを受け，1996年から中小企業事業団（当時）
で「産学交流プラザ事業」が実施された。これは，各
地の通商産業局（当時）と協力し，地域の理工系学部
を有する大学の教員と中小企業が交流し，共同研究の
きっかけにしてもらうイベントである。当時は，中小
企業者が近隣の国立大学の教員と親しく接する機会は
ほとんどなく，どのような研究を行っている教員がい
るのかも知らなかった。同様に，大学教員側も地元に
どのような中小企業がいるか知らず，中には中小企業
の技術力を低く評価する教員もいた 6）。
　1999年 3月に制定された新事業創出促進法におい
ては，地域内における大学と企業との共同研究や新事
業創出が促進され，地域コンソーシアムの形成促進と
共同研究への補助金支給等の支援が行われた。ここで
も，中小企業が地域コンソーシアムに参加することは
稀であり，中小企業が産学連携によって新規事業開発
を行うことは，実際には実現が困難であった。新連携
事業によって多少状況は好転したが，事業化に成功し
た事例は多くはない。
2．日本の中小企業新規事業開発事例
　中小企業政策における支援施策を活用し，新製品開
発や新規事業開発に挑戦している事例は数多く存在す
る。国によって認定された経営革新計画や新連携計画
は，中小企業庁のウェブサイトおよび経済産業局のウ
ェブサイトで公開されている。
　しかし，これらの認定計画の実施成果については，
いくつかの成功事例が示されているものの，個々の詳
細については情報が公開されていない。農商工連携の
成果については，中小企業庁が成功事例をとりまと
め，「農商工連携 88選」（2008年 4月）として公表し
ている。だが 1ページに 4事例が掲載されており，開
発経緯の詳細については不明である。
　そこで，実際に他機関との連携により新規事業開発
に成功した中小企業または中堅企業の事例について，
開発経緯から事業化までのプロセスを詳細に調査し，
事業化の成功要因を明らかにすることとした。
2.1　調査の目的および概要
＜調査目的＞
　本調査の目的は，中小企業の新規事業開発につい
て，開発に着手した経緯から事業化までのプロセスを
詳細に調査し，事業化の成功要因および有効な支援策
を明らかにすることである。
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＜調査対象＞
　中小企業および中堅企業のうち，大学との産学連携
によって新製品開発および新規事業開発に成功した企
業を調査する。調査先の選定は，産学連携が盛んな国
立大学の担当者に紹介を依頼し，当該大学と産学連携
を行っている中小企業・中堅企業を対象とした。九州
大学から紹介を受け，株式会社アサヒコーポレーショ
ンを調査対象とすることとなった。
＜調査方法＞
　半構造化された質問紙に基づくインタビュー調査を
行った。インタビュイーは，（株）アサヒコーポレー
ション執行役員・久留米工場長の Y氏および商品部
商品設計課長 N氏である。
　インタビュー調査は，2012年 1月 23日（月）14：
00～ 16：00，（株）アサヒコーポレーション本社にて
行った。
＜質問項目＞
　①新製品開発の経緯
　②開発した新製品の位置付け
　③新製品開発におけるターゲット市場
　④新製品開発において活用した外部経営資源
　⑤外部経営資源の受け手人材の有無
　⑥九州大学との連携の内容
　⑦新製品開発における課題
　⑧新製品開発の成功要因
2.2　（株）アサヒコーポレーションの事例
2.2.1　（株）アサヒコーポレーションの企業概要
　株式会社アサヒコーポレーションの企業概要は以下
のとおりである。
（本社所在地）福岡県久留米市
（創業）1892（明治 25）年
（資本金）8億 4,000万円
（従業員数）860名
（年商）160億円
（事業内容）ゴム履物，革靴の製造・販売
　（株）アサヒコーポレーションの創業者は，石橋徳
次郎である。現在のブリヂストン株式会社の前身とな
る会社で，創業当初は足袋の製造，着物の仕立てを行
っていた。同社の足袋は，織布，染色から自社で手掛
け，綿布からの一貫生産であった。1918年に社名を
日本足袋株式会社とし，個人商店から法人に組織替え
した。1922（大正 11）年にゴム底を貼り付けた地下
足袋を発明し，大ヒット商品となった。1931（昭和 6）
年にタイヤ部が独立し，設立されたのがブリヂストン
タイヤ株式会社（現・ブリヂストン株式会社）であ
る。
　その後第二次世界大戦を経て，1990年代にかけて
「アサヒ靴」のブランドでゴム履物の国内トップメー
カーとして躍進した。特にデザイン力の高さは，16
年間連続で受賞した「グッドデザイン賞」が物語って
いる。1990年代になると，グローバリゼーションに
より安い海外製品の輸入や海外生産の製品が急増し，
急速に業績が悪化した。1998（平成 10）年，会社更
生手続を申請し，事実上倒産した。
　2001（平成 13）年，更生計画の認可を受け，新生
（株）アサヒコーポレーションがスタートした。業績
回復と安い輸入ゴム靴との競争に勝つため，2004（平
成 16）年，九州大学との共同開発により，足型測定
器「フットグラファー」を発表する。2000年以降，
同社は一貫して高齢者用靴やひざのトラブル防止用靴
など，体に良い靴の開発に力を入れており，輸入品と
の差別化を図っている 7）。
2.2.2　新製品開発の概要
①開発経緯
　同社の沿革にもあるとおり，（株）アサヒコーポレ
ーションは 1998年に会社更生手続を申請し事実上倒
産した。戦前からゴム靴の国内トップブランドとして
君臨してきたが，安い外国製品に押され，業績が急激
に悪化したことが原因である。経営再生のため，同社
はできたばかりの九州大学産学連携機構の前身組織で
ある University Industry Partnership（UIP）の会員と
なり，新しい方向性を模索していろいろな研究テーマ
を相談した。
　同社は外国製ゴム靴との差別化を図るため，日本人
の足に合う靴や健康に良い靴の開発を行っていた。実
際の靴販売店の店頭では，シューフィッターという研
修を受けた専門家が客の足を手で計測し，足型に合う
靴を勧めるという方法が取られていたが，メジャーで
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の計測は個人差や誤差があり，必ずしも客の足に合う
靴が即座に提案できるものではなかった。そこで（株）
アサヒコーポレーションは，足型計測をもっと簡単
に，しかも客の足型の特徴を踏まえてアドバイスがで
き，さらに「測定した足型データをもとにオーダーメ
ード・セミオーダーメードの製品を短期間で製造・デ
リバリーするシステムを構築」することを開発目的と
した。開発要件は，小売店舗に設置できる小型のもの
で，低コスト（目標店頭設置単価 15～ 20万円）を目
指し，測定項目は足長，足幅，甲周囲，足裏形状，土
踏まず部高さなどとした 8）。
　足型測定器を靴店に設置することにより，店頭での
客へのアドバイスに活用するほか，足型測定によって
収集したデータから，日本人の足に合った靴の型（ラ
スト）を作成するという目的もあった。従前からラス
ト作成のための足型測定器はあったが，1台数千万円
もする。安い測定器は精度が低く，正確に測定するこ
とができない。そこで九州大学産学連携機構に相談し
たところ，3か月ほどで同大学大学院システム情報科
学研究院の松永勝也教授（当時）がすでに持っている
技術と画像処理・解析技術を組み合わせれば開発でき
そうだという返事をもらった。2001年 8月，九州大
学と（株）アサヒコーポレーションは共同研究契約を
締結し 9），2004年 5月まで共同開発を実施した。
　研究を開始してから 2年でプロトタイプ作成にこぎ
つけたが，その後も学術的な研究を続けた。フットグ
ラファーの外観は，図 1の写真のとおりである。箱形
で上のガラス面（青いカバーをはずす）に裸足で乗
り，鏡に映した足裏の画像を測定・分析する。同時
に，側面から足に光を当て，足囲の推定値も計測でき
る。開発した技術の概要を記した書類には，「従来の
方式では，足部の特徴点にマーカーを貼り付ける必要
があり，またレーザービームによる足部画像の取得で
あったためにデータの取得に数秒の時間を要し，さら
に，左右の足を別々に測定するものであった。そのた
め，子供や高齢者の測定は困難であった。本技術で
は，約 1/30秒で両足の画像を同時に取得できる。ま
た，足にマーカー等の貼り付けも必要なく，ほぼ自動
的に測定できる。この装置では，足型の測定のみなら
ず，足底接地面の画像から土踏まずの形状も認識でき
る」とされている 10）。
　筐体はぬくもりのある木製となっており，デザイン
開発は同じ福岡県の家具産地である大川市の家具メー
カーと共同で開発した。
　こうして，2004年 6月，フットグラファーが完成
した。開発費用は約 1,000万円である。開発された足
型測定器は，九州大学と（株）アサヒコーポレーショ
ンが共同で特許出願しており，権利持ち分は九州大学
が 48%，アサヒコーポレーションが 52%となってい
る。
②新製品の位置付けと新規事業の展開
　前述のように，足型測定器「フットグラファー」の
図 1　足型測定器「フットグラファー」の外観
（筆者撮影）
58
開発目的は，フットグラファーそのものを製品として
販売することではなく，靴店の店頭で客の足型に合っ
た靴を提案する，あるいはオーダーメードの靴を制作
するための測定器具として開発すること，および日本
人の足型に合った靴のラストを作成するためのデータ
収集用機器として開発することであった。フットグラ
ファーによって収集したデータに基づき，より日本人
の足型に合った靴を生産し，外国製品との差別化を図
ることを目指したのである。
　しかし，足型の測定についてデータ収集・分析を行
ううち，足型が健康にも関連していることがわかって
きた。九州大学のほか，鹿屋体育大学，福岡女学院大
学，そして整形外科の開業医やリハビリ病院との共同
研究により，足型と健康の関係が明らかになってき
た。この研究に着手したきっかけは，子供たちに裸足
で遊ぶよう指導している保育園から，その効果を裏付
けるエビデンスがほしいと言われたことにある。特に
成長期の子供の足は，靴によって形が変わってしま
う。足に合った靴を履いていないと，足の成長にも障
害が生じ，体全体の健康にも影響する。
　このような研究成果から，（株）アサヒコーポレー
ションはフットグラファーを使った足型測定会を全国
各地のイベントや靴小売店の店頭で開催し，足型を測
定して足に合った靴の提案を行っている。測定会を行
い靴を販売すると，足型を測定した人の 1/3が靴を
購入するそうだ。これを見た靴小売店からの要望で，
フットグラファーを小売店や病院などに販売するよう
になった。1台 85万円である。これまで 68台を取引
先に販売し，そのうち 66台が販売促進用ツールとし
て活用されている。導入した靴小売店では，売上が前
年比 130%～ 150%にもなっている。特に百貨店の子
供靴売り場では，スタンプカードを作成して毎月計測
に訪れた場合に捺印し，固定客を作ることに役立って
いる。
　販売促進イベントのため，全国各地で足型測定会を
行うようになり，データの分析や判定，説明を社員が
行う必要が出てきた。そのため，社内資格としてフッ
トグラファー認定測定員制度（初級，中級，上級）を
つくった。現在は 230名の社員が資格を保有してお
り，保有率は 25%である。営業担当の者は 8～ 9割
が保有している。
　各地で測定した足型データは，2011年までに 30万
人分に達している。この大量データが新製品開発に生
かされている。例えば，九州大学とひざの負担の測定
方法を共同研究し，ひざトラブル予防靴を開発した。
③研究開発体制
　（株）アサヒコーポレーションが九州大学と共同開
発を行う前は，社内には機能開発部に化学（ゴム）を
専門分野とする技術者が 3名いるだけだった。共同開
発を行うことになり，この 3名に加え，システム開発
技術者 1名と新人 1名が担当することになった。ただ
し，フットグラファー開発専従担当者は２名である。
この 2名のほか，N氏が開発の管理を行った。
　九州大学（のちに松永教授が転任した九州産業大
学）側は，松永勝也教授と研究室に所属する学生が担
当した。中小企業において専従の研究開発担当者を配
置している企業は少ないが，同社は新人 1名を採用
し，研究開発体制を拡充している。
　N氏によれば，自社の研究開発体制で不足している
ところを大学との連携によって補完しているとのこと
である。フットグラファーの共同開発で松永勝也教授
と知り合ったことで，共同開発契約終了後も，研究テ
ーマとして足型測定を取り上げていただき，新製品開
発でも新たな共同開発契約を締結した。
④産学連携の成果と課題
　フットグラファーは，原則，引合いがあっても取引
先である靴の販売店にしか販売しない。足型測定会を
開催すると売上に結びつくので，自社の製品を販売し
ている小売店に限定しているのである。そのため，取
引先との信頼関係が構築でき，開発後，取引先が増加
した。顧客に対しても，情報提供や啓蒙普及を行って
正しい知識を獲得してもらうことにより，「いいもの」
を作れば売れるという実感を得た。産学連携によっ
て，直接的に売上高の増加に結びついている。
　通常，著名な大学の教員と共同研究を行うと，有名
な先生の名前だけ使い，実際には関与しない例が見ら
れる。しかし，松永教授は実務優先で現場にも足を運
んでくれた。産学連携成功の要因は，こうした大学側
の姿勢もその一つであろう。
　またフットグラファーの完成をプレス発表したとこ
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ろ，販売代理店になりたいという申し出があった。し
かし，知的財産権の管理がゆきとどかなくなるため，
測定機のみの販売はせず，靴製品の取引がある店に限
定している。
　大学側のメリットとしては，特許の共同出願によ
り，売上高の数パーセントがロイヤリティとして納入
されることである。5年間のロイヤリティ契約で，最
小限 20万円が九州大学に支払われる。
　今後の課題として，足の厚みや指の形状，重心も測
定できるよう，機器を改良していきたいとのことであ
る。
2.3　日本の中小企業新規事業開発成功要因
　今回インタビュー調査を行った（株）アサヒコーポ
レーションは，資本金および従業員数では中小企業基
本法第 2条に定義された中小企業の範疇を超えてい
る。しかし，同社は 1998年に倒産を経験しており，
人材も最小限に絞り込み，取引先との信頼関係構築を
行っている状況での起死回生をかけた共同研究であっ
たため，経営資源に乏しく，知名度の低い中小企業と
類似した状況であると判断し，成功事例として取り上
げた。
　（株）アサヒコーポレーションの事例で参考になる
のは，明確な目的の設定と共有，開発要件（目標）の
具体的な指示，および大学教員との意思疎通である。
さらに，当初の開発目的を達成した後も，新たな開発
ニーズを得て，さらに研究を深化させていった。そし
てこのことが，足型測定器を使った販売促進事業とい
う新たな事業の開発につながっていったのである。
　また（株）アサヒコーポレーション側の研究体制
も，専従の研究者が 2名，うち 1名は新規採用とい
う，けして充実しているとは言い難い状況であった
が，大学との連携により開発を完成させている。
　産学連携による新規事業開発成功の要因は，まず中
小企業側が主体性を持って研究に取り組むことであ
る。具体的な目的や目標を持ち，それらを社員に共有
させることが必要である。また，自社に不足する経営
資源を自覚し，大学との連携をその補完に充てる役割
分担も重要である。さらに，研究開発の成果をプレス
発表し，できた製品を当初の目的だけでなく新たなニ
ーズを発見して事業化と経営成果の増大につなげてい
る。
3．台湾の中小企業新規事業開発支援制度
3.1　台湾の中小企業政策
　台湾の中小企業政策は，日本の中小企業庁に相当す
る経済部中小企業処が担当している。台湾も現在，日
本と同様に中国本土への生産拠点の移転に直面し，新
規創業支援やベンチャー支援，そして既存中小企業の
新製品開発，新規事業開発に力を入れている。
　既存中小企業の新規事業開発支援は，主に大学に設
置されたビジネス・インキュベーターにおいて行われ
ている。ビジネス・インキュベーターは本来，創業間
もない企業を育成・支援する施設であるが，台湾では
既存企業の利用が多い。そのため，入居施設が整えら
れているビジネス・インキュベーターであっても，企
業はあまり入居しない。せいぜい研究開発部門の入居
である。実質的に産学連携による共同研究・開発であ
ると言ってよい。
　中小企業の新規事業開発支援として最も活用されて
いる施策は，中小企業革新技術研究（Small Business 
Innovation Research: SBIR）プログラムである。これ
は，研究開発案件に対し，開発ステージごとに補助金
を出す仕組みである。概ね 1,000万円程度であるが，
企業にとっては貴重な金融資源の調達になる。
　そのほか，台湾の少数民族や地方中小企業向けの支
援策として，製品開発から販路開拓まで一貫した支援
制度がある。近年は，インダストリアルデザインに力
を入れ，伝統産業である食品加工や雑貨類の製造業者
に対し，製品コンセプトの策定から販路開拓まで支援
を行っている。
3.2　ITRI による中小企業新規事業開発支援
　財団法人工業技術研究院（ITRI）は，日本の独立行
政法人産業技術総合研究所に相当する研究機関であ
る。台湾半導体産業の集積地である新竹科技工業園区
に立地している。1970年代に台湾政府が推進した半
導体ウェハーの国産化技術開発の中心的役割を担い，
TSMCなど台湾の著名企業の創業者を数多く輩出し
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ている。約 5,700名の職員を擁し，博士，修士の学位
を持つ研究員が多数勤務している。
　ITRIには共同研究センターとビジネス・インキュ
ベーションセンターがある。共同研究を行う企業は，
これらの施設を活用することができる。創業間もない
ベンチャー企業は，インキュベーションセンターに入
居し，ITRIの研究員と共同研究を行い，同時にイン
キュベーション・マネージャーから経営知識や補助金
の申請方法などを学ぶ。
　実際，創業間もない時期に ITRIのインキュベータ
ーに入居していたベンチャー企業は，共同研究の成果
を製品化して販売しているため，現在でも当該製品の
売上高の数 %をライセンスフィーとして ITRIに支払
っている。共同研究が成功すれば，ITRI側も収益が
増加するというインセンティブがついている（鹿住 
2010）。
　ITRIは，台南市にキャンパスを建て，そこで地域
中小企業の新製品開発を指導している。ITRIの研究
員を中小企業に派遣するというスキームで，企業は専
従の研究員を置かずに，新たな技術にチャレンジでき
る。例えば，牛乳を製造していた会社が，漢方薬を応
用したバイオ分野の研究開発を行い，化粧品（美容マ
スク，ローション）の製造に進出している。またプラ
スチック射出成型を行っていた会社が，ITRIのナノ
テクの研究グループとナノ機器やナノマテリアルを共
同開発している。南台湾創新園区におけるこのような
取り組みにより，2005年から 20～ 30社の成功事例
を創出している 11）。
　台湾では現在，各地の中小企業クラスターを支援
し，研究開発と新製品開発を促進している。スキーム
としては，① ITRIからの技術移転，技術指導，②政
府からの R＆ D補助金の支給，③見本市，展示会な
どでの情報収集・販売促進となっている。各地域クラ
スターのグランドデザイン，マーケティング戦略につ
いては，政府（中小企業処）がすべて企画立案し，そ
れに沿って企業を募集し，研究開発を進めている。
ITRIが研究開発から製品開発，販売促進まですべて
一貫して手掛けるのではなく，研究開発以外の部分
は，必要な知識，ノウハウを持った企業とマッチング
することにより，実施している。この政策は
InnoCluster政策と名付けられ，2008年から実施して
いる 12）。
3.3　大学による中小企業新規事業開発支援
　前述のように，台湾の多くの大学にはビジネス・イ
ンキュベーターがあり，中小企業の新規事業開発を支
援している。特に新竹地域に立地する工科系大学であ
る交通大学と清華大学は，地域中小企業の支援のほ
か，大学発ベンチャーや地域の創業企業，ベンチャー
企業の育成支援を行っている。
　今回，交通大学の産学連携センター（The Center 
for Academia-Industry Collaboration: CAIC）副主任の
許萬龍氏に話を聞くことができた。調査時期は 2012
年 7月 26日である。
＜交通大学 CAICについて＞
　副主任である許先生は元 ITRI職員であり，インキ
ュベーターを担当していた。CAICの所長も ITRI出
身である。新竹地域では，労働力の流動性が高く，
ITRIや交通大，清華大を渡り歩いている人が少なく
ない。ゆえに，顔見知り，知り合いが多い。
　交通大の学生数は学部 5604人，大学院 7363人の合
計 12967人である。現在の学長はバイオテクノロジー
分野の教授である女性が就任している。
　交通大は，コンピューターサイエンスで世界トップ
クラスにランクされている。アメリカのスタンフォー
ド大学と似た立地環境（台湾のシリコンバレー新竹に
立地）であり，多くの国立研究機関が交通大キャンパ
ス内に立地している。
　CAICは 2006年に開設された。その概要を以下に
列挙する。
・設置目的：交通大のイノベーションを事業化し，産
業にインパクトを与える。
・日本の文部省，経済省にあたる政府組織からの補助
金がついたプロジェクト 650以上。
・TLOの実績：18MNT$　2008年から毎年 3MNT$。
・交通大の技術を使ってライセンシングおよびベンチ
ャー創出を目指す。
・毎年 3～ 5人の学生が起業している。
・工科系の学部の学生も経営，財務，マーケティン
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グ，戦略などの授業をとれる。社会科学系の教員が
教えている。
・BP（ビジネスプラン）コンテストには，工業，文
化，経営などの各学部の学生がチームになって取り
組む。
・新竹の 4大学で単位互換制度があるので，他大学の
学生もコンテストに応募できる。
・5～ 10チームの学生にメンター（相談・助言者）
をつけることができる。卒業生である企業家や他大
学の教員をメンターにすることができる。この制度
は Entrepreneur in Research (EIR)といい，起業の
アイデアのポテンシャルを評価してもらうことがで
きる。チームで企業家を支援し，市場調査なども行
う。去年は 200人の大学院生がセミナーに参加。
BPや IP（intellectual property: 知的財産）について
勉強。
＜インキュベーター＞
　交通大には 3つのインキュベーターがある。主に学
生の起業などローカルなスモールビジネスが入居する
BoAi（博愛）インキュベーション，システム・オン・
チップにフォーカスした Business Center and SOC 
Incubation，卒業企業向け（ポスト　インキュベーシ
ョン）と企業の新規事業開発向けのセンターの 3つで
ある。
　インキュベーターでは，「CEOクラブ」という，入
居企業向けのレクチャーがあり，成功した企業家を講
師として招へいしている。ランチ交流会として，入居
者同士の交流も図っている。
　TLO，アントレプレナーセンター，ビジネス・イン
キュベーションの 3か所で，25人のスタッフが働い
ている。
4．新規事業開発支援制度の日台比較
　台湾側の中小企業新規事業開発成功事例を直接調査
することはできなかったが，台湾政府も日本の中小企
業政策を取り入れ，中小企業の発展を推進しているこ
とがわかった。特に，中小企業クラスターの近代化の
ため，地域のグランドデザインからマーケティング戦
略立案まで，政府主導できめ細かな支援が行われてい
ることが特徴である。また，研究開発，製造，マーケ
ティングと，異なる支援機関が連携して 1社（あるい
は 1地域）の支援を行っていることも特徴である。
　さらに，産学連携にも力を入れている。台湾の大学
では，日本の大学より実践的な応用研究が行われてお
り，理工系の修士課程を卒業すると即戦力になり得
る。同時に，産学連携も製品や事業化に直接つながる
可能性が高い。
　日本においては，未だに「大学は敷居の高いとこ
ろ」というイメージが先行している。しかし，大学側
も財政難から外部資金の調達に熱心になってきてい
る。東京・名古屋・大阪といった大都市圏よりも，地
方の国立大学で，むしろ産学連携が盛んに行われるよ
うになった。ただ，大学による新規事業開発支援は，
どうしても技術開発に終ってしまう可能性が高い。台
湾 ITRIのように，製品化まで指導できる者がいない
のである。日本においても，地域ブランドの創成や販
路開拓アドバイザーの派遣等の施策が講じられている
が，これらはそれぞれ別々に実施されており，1社の
新規事業開発について開発から販売まで一貫して支援
するという体制にはなっていない。そのため，（株）
アサヒコーポレーションの事例のように，明確な目的
と目標を掲げ，中小企業自身が製品開発やマーケティ
ング活動を行う能力を有していなければ，施策を有効
に活用することができないのである。
おわりに
　台湾は日本の中小企業政策を参考に，施策を企画・
立案し，講じてきた。実施にあたっては，直接国の職
員が出向くか，都道府県や政令指定市の担当者が出向
くことで対応してきた。そのため，政策の意図が現場
の隅々にまで伝わっているという感覚がある。
　下請取引中心であった企業が，自社製品を開発し，
販売していくのは至難の業である。そのため，創業前
に同業種あるいは近い業種でインターンシップを体験
し，当該業種の常識や他企業との関係，マネジメント
力を身につけることが必要である。その点，自社でマ
ーケティング活動ができない中小企業は，研究開発人
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材の確保はもとより，営業や販売促進に精通した社員
も雇用する必要がある。
　今回，事情があって台湾の調査および国内調査が予
定より大幅に件数縮小した。今後も継続して，台湾の
中小企業支援およびベンチャー創出支援をウォッチし
ていきたい。
注
1）中小企業基本法改正経緯と中小企業観の変化については，
拙著（2009）「創業支援政策の成果と課題－中小企業基本法
改正 10年を振り返って」（日本政策金融公庫総合研究所編
『2009年版新規開業白書』所収）に詳細を記している。
2）経営革新支援事業の根拠法である中小企業経営革新支援法
は，平成 11（1999）年 7月に中小企業近代化促進法と中小
企業新分野進出促進法を発展的に統合し，制定された。その
後，平成 17（2005）年 4月に新事業創出促進法，中小企業
創造活動促進法と統合され，中小企業新事業活動促進法とな
った。
3）経済産業省中小企業庁作成資料「経営革新計画承認実績」
平成 24年 3月末（中小企業庁ウェブサイト公開資料（http://
www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/index.html/　2012
年 10月 5日参照）
4）経済産業省中小企業庁作成資料「各地域の新連携認定状況」
平成 24年 10月 1日現在（中小企業庁ウェブサイト公開資料
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/shinpou/shinrenkei_
ninteijirei/index.htm　2012年 10月 9日参照）
5）平成 20（2008）年に農商工連携促進法が制定され，農林漁
業者と中小企業者の連携による新製品開発への支援が行われ
るようになった。
6）筆者は，1996年当時，中小企業事業団の職員であり，産学
交流プラザ事業を担当していた。その際の経験に基づく見解
である。
7）（株）アサヒコーポレーションのウェブサイトによる。
8）（株）アサヒコーポレーション社内資料による。
9）九州大学産学連携機構と（株）アサヒコーポレーションの
共同研究契約期間は，2001年 8月～ 12月であったが，実際
の開発期間は 2001年 1月から 2004年 5月，実用化時期は
2004年 6月となっている（松永勝也教授の共同研究報告書
類による）。
10）松永勝也教授の共同研究報告書類による。
11）2012年 3月 1日経済部南台湾創新園区営運営公室副経理
Emily Chen氏へのインタビューによる。
12）2012年 2月 29日 ITRI産業服務中心業務総監戴友煉氏へ
のインタビューによる。
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